
  

 

 
   

「経済分析ワーキンググループ」の設立について（案） 

 

１． 設立趣旨 

 

河川事業の事業評価については、平成２３年度から「河川事業の評価手法に関する研究会」

を設立し、河川事業に係る事業評価手法に関する事項について調査審議し、評価の適正化に関す

る検討を行ってきたところである。 

今般、企業のサプライチェーンや家計の流動性制約等定量的な経済分析を実施するにあたり、

より専門的な知見が必要とされる項目を議論するため、ワーキンググループを設置し、河川事業

の評価手法の充実に関する検討を行うものである。 

 

２． 位置づけ 

 

「河川事業の評価手法に関する研究会」の下のワーキンググループとして位置づける。 

 

３． ワーキンググループの公開 

 

本ワーキンググループは、未公開の研究成果を扱うため、原則、非公開とする。 

 

４． スケジュール（当面の予定） 

 

令和５年度中に４回程度開催予定。 

 

 

  

資料１ 



  

 

 

 

経済分析ワーキンググループ 名簿（案） 

 

 

 

 

〇 大西 正光   京都大学大学院工学研究科教授 

 

  大原 美保   東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター教授 

 

梶谷 義雄   香川大学創造工学部教授 

 

  小谷 仁務   京都大学地球環境学堂助教 

 

瀬木 俊輔   神戸大学大学院工学研究科准教授 

 

  田中 智大   京都大学大学院工学研究科助教 

 

土屋 哲    高知工科大学経済・マネジメント副学群長    

 

  直井 道生   慶應義塾大学経済学部教授 

 

  藤見 俊夫   京都大学防災研究所准教授 

 

〇：グループ幹事 

 

(敬称略 ) 

(五十音順) 

 

 



 

 

 

 

「河川事業の評価手法に関する研究会」規約（案） 

（名称） 

第１条 本会は、「河川事業の評価手法に関する研究会」（以下「研究会」という。）と

称する。 

 

（目的） 

第２条 研究会は、河川事業に係る事業評価手法に関する事項について調査審議し、評

価の適正化に関する検討を行う。 

 

(委員、座長) 

第３条 委員は、学識経験がある者から、水管理・国土保全局長が任命する。 

 ２ 研究会には座長を置き、研究会に属する委員のうちから、水管理・国土保全局長

が指名する。 

 ３ 座長は、議長として研究会の議事を整理する。 

 ４ 座長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、研究会に出席してそ

の意見を述べ又は説明を行うことを求めることができる。 

 

（資料、議事概要） 

第４条 研究会配付資料は、国土交通省ホームページに公開することを原則とする。た

だし、座長の判断により非公開とすることができる。 

 ２ 研究会における議事概要については、あらかじめ委員に確認の上、国土交通省ホ

ームページに公開するものとする。 

   

（専門委員会） 

第５条 座長は、必要があると認めるときは、専門委員会を設置し、調査審議事項を専

門委員会に付託することができる。 

 ２ 専門委員会の議決は、座長が適当であると認めるときは、研究会の議決とするこ

とができる。 

 

（ワーキンググループ） 

第６条 座長は、必要があると認めるときは、研究会の下にワーキンググループを設置

することができる。 

 

(事務局) 

第７条 研究会の事務局は、水管理・国土保全局河川計画課に置く。 

 ２ 事務局は、研究会の運営に関する事務その他の事務を処理する。 



 

 

 

 

 

(雑則) 

第８条 この要綱に定めるもののほか、研究会の運営に関し必要な事項は、座長が定め

る。 

(附則) 

この要綱は、平成２３年９月５日から施行する。 

(附則) 

この要綱は、平成３０年２月９日から施行する。 

(附則) 

この要綱は、令和５年 月 日から施行する。 

 


